















関係のあり方があらためて問われている。本稿では後者、すなわちＤＮＡ等の鑑定技術の進歩がもたらした法的親子関係のあり方に関する議論に焦点をあて これらの技術が出現する以前においては、母子関係は分娩の事実により明白であるが、父子関係については誰が父であるかは定かではなかった。通常、夫婦が同居し正常な婚姻生活を営んでいるところに生まれる子は夫と妻の血を分けた子と推 されよう。 が国ではこ 推論は民法上、嫡出推定という形 取り入れられている。民法七七二条は、婚姻中に妻が懐胎した子は夫の子と推定され
（同条一項）
、
さらに婚姻成立の日から二〇〇日後、また 婚姻の解消もしくは取消の日 ら三〇〇日以内に生ま た子 、婚姻中に懐胎した子と推定される
（同条二項）
、と規定する。この二段の推定により、妻の生んだ子は嫡出性を付与さ
れ、夫の嫡出子 される であり、①父性の推定、②嫡出性 付与、③嫡出否認 訴えの前提としての嫡出推定、

















父子関係のない者でも法的父子関係が確 されてし うおそれがあるので、学説・判例は、妻が夫によって懐胎することが不可能 事実があるときには、嫡出推定が及ばないことを認めている。この場合に 確認の利益ある者は実親子関係存否 確認の訴え
（人事訴訟法二条）
によっていつでも父子関係を否定することができることになる。


































































ことはほとんど不可能であ た。この推定はコモン・ロー とも アメリカに継受された。















































































































































鑑定もまた婚姻の外にい 者にとっても夫が十分に親の義務を受け入 場合でさえ父子関係を主張することを可能にした。裁判所と立法府はそのような婚姻子 父子 を争うことの拡大が望ましい どうか考慮しなければならなかった。　
今日、事実審はしばしば離婚あるいは離婚後 手続き上の問題に直面している。夫は婚姻中に生まれた子の父子

















が合理的疑いを超えて父子関係を証明しなければならなかった。そのような手続きは子の情緒的、心理学的、家族の利益をもたらさなかった。すなわち、子の扶養責任か その人 ちを解放すること もたらした。父が父子関係を確立し子との関係をもちたいという思いでさえ考慮され かった。　
一九二二年後半、ＮＣＣＵＳＬは統一非嫡出化法を提案したとき、そのモデルはまだ準刑事手続きであった。さ
らに、扶養請求訴訟 提起するかにつ ての決定はいまだ大きく母に残されていた。州が訴訟を提起する場合に子が公的扶助に依存するようになるまで、母も も当該訴訟を開始することはできな　
一九七〇年代に、いくつかの州が任意に子のために父子関係を確定したい親が比較的に非公式な審理に参加する
ことができ、書類に署名し、子のための父子関係命令を得ることができる行政上の過程を立ち上げたときに変化が始まった。行政の出先機関はそ 際裁判所がそれ 認容し、事実認定 当事者を拘束する司法上の命令にし、他州において十分な信頼と信用を与えたということを命令に記載 た。　
一九三〇年まで、男性の父子関係を排除する初歩的な血液検査が発展した。五〇年以上経ち、ほぼ全州が父子関
係から父と目される者を排除するための証拠にそ よう 検査が受け入れられた。一九七〇年代に、父子関係を否定することより以上の検査 提供 現代 遺伝子検査が現れた。これらの検査は対象と れた男性が問題となている子の父であると う九九％を超え 可能性 提供する できる。目に見え 形の正確さで父子関係を肯定することも否定するこ もできる検査は 行政的な過程および父子 の承 手続きとともに 父と目さ る男








金の組み合わせにより、全州を共通の父子関係確定プロトコールに向かわせた。父子関係確定基準を満たさなかった州には、州がその基準を満たさないことが係属する年ご 段階的 上がる実質的な予算上のペナルティと う結果をもたらす。議会はま 、合理 した父子関 の確定手続きの積極 な実施を奨励す 州に報奨金 与 た。これらの変化を適切に実施することが父子関係の確定からいくつかの利点を得る子の福祉にとっては重要である。（子への多くの利点とは、財政的支援、情緒的支援、家族の結びつき、社会保障費、軍事的配分額、労働者補償、健康保険、遺伝情報、相続権を含む。 ）　
州政府および連邦政府は、子と母による父子関係の確定を容易 するための立法を行っている。一九八四年から







































ent of paternity ）が取り入れられている。
　
こうした様々な状況の変化に応じるため、二〇〇〇年にＮＣＣＵＳＬは親子関係に関するモデル州法案として、
新しい統一親子関係法を作成した。同法は、ＵＰＡ一九七三の改訂にとどまらず、ＮＣＣＵＳＬがこれまで作成してきた親子関係に関する統一法が一本化された形となっている。本法案は全九章から成 第一章は定義規定などの一般規定を、第二章は親子関係の確定の仕方を、第三章は連邦法によって強化された父子関係の承認手続きを、第四章は養子縁組手続きや親 権利終了手続きに関す 通知を未
（非）
婚の父が得るための父子関係の登録制を、




































































と、を決 する場合にいつで 維持 うるとする。　
また、第六〇八条では禁反言の法理によって父子関係を否定することを禁ずるという










































































































































ent of paternity 、遺伝子検査というように、子を一律に区別せずその法的親は













個人的な交渉事には使えるかもしれない 、法廷 証拠能力 な 。こうした状況下で 関係を確定 方法として科学的鑑定の安易な導入は避けなければならない。しかし、わが国 認知制度はより事実主義への移行が進んだ いわれ、調停前置主義がとられている嫡出否認 訴えや認知の訴えにお ては、ＤＮＡ鑑定結果が幅 きかせている状況を鑑みると、法政策の違いという面があ かもしれないが を する際に、きちんとした法的枠組みのもとで を導入するこ が、子の福祉に適うのであ ば その検討の余地はあろう。
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（
10）　
日本の親子鑑定については、勝又義直『ＤＮＡ鑑定―その能力と限界』 （名古屋大学出版会、二〇〇五年）一七三頁以下を参照。
―なかむら
　
めぐみ・法学部准教授―
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